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　ナノテクノロジーは、広義には
ナノスケールの物質を取り扱う技
術すべてを意味する。また狭義に
は、物質をある特定のサイズと
する事により、そのサイズ特有の
性質が発現する事を利用した技術
を意味し、この特定のサイズは、
10nm から 100nm の範囲である場
合が多い。
　これらのサイズの物質を実現
するには、大きく２つの方法があ
る１）。一方は、マクロスケールの
ものを微細加工により、小さく加
工していくトップダウン・アプロ
ーチであり、他方はナノスケール
以下のものを組み上げて、ナノス
ケールとするボトムアップ・アプ
ローチである（図表１）。トップ
ダウン・アプローチの代表例とし
ては、半導体微細加工技術があげ
られる。これは、１つのマクロな
シリコン単結晶を最終的にトラン
ジスタ等の微細素子に加工する技
術である。ボトムアップ・アプロ
ーチの代表例としては、生命活動
があげられる。これは、原子や分
子からDNAや蛋白質等を合成し、
最終的には生物個体を形成してい
く能力である。トップダウン・ア
プローチの代表例である半導体微
細加工の加工寸法は、量産レベル
の最先端シリコン LSI 製品で既に
90nm に至っている２）。
　米国等の海外では、半導体の微
細加工技術に代表されるトップダ
ウン・アプローチがナノテクノロジ
ーにおいても主要な位置を占めてい
る。ナノテクノロジーの重要な使命
の１つにシリコンLSI技術の延命が
位置づけられている例もある３）。
　分子の自己組織化の応用の可否
を早期に判断するとした米国「21
世紀ナノテクノロジー研究開発
法」４，５）の影響からか、最近、米
国の大学や企業を中心に、トップ
ダウン・アプローチの一部にボト
ムアップ・アプローチを組み入れ、
ナノテクノロジーの利点をよりス
ムーズに既存のエレクトロニクス
技術に応用する研究がなされ始め
た。このボトムアップ・アプロー
チは、例えばナノテクノロジーの
最大の特徴である自己組織化を利
用した素子の形成や、電子のみな
らずイオンの移動を伴うデバイス
応用等である。これらは従来のシ
リコン LSI をベースにしながらも
ナノテクノロジーの基本概念を着
実に導入したものである。
　本稿では、シリコンLSI関連の主
要学会や学会誌等で発表された論
文を中心にナノテクノロジーのこ
の技術領域への適用例をあげ、実
用化に向けた研究開発動向を探る。
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　全ての技術をボトムアップ・ア
プローチで新たに組み上げるので
なければ、従来のトップダウン・
アプローチの技術体系の一部にボ
トムアップ・アプローチの技術を
組み入れて使用する事になる。こ
の時、重要な事は、従来の技術体
系がどのようになっているか、新
たな技術と既存技術とのインター
フェースはどうなるか、新たな技
術で一部置き換える事の既存技術
への影響はどの範囲、どの程度か
等である。
　図表２は、次章で示すシリコン
LSI 技術の階層を示している。こ
こでは、シリコン LSI 技術の階層
を大きく材料、単体素子、基本回
路、機能ブロックの４つに分けて
いる。幾つかの機能ブロックを組
み合わせる事により、LSI が作製
される。図表２には、各階層での
検討対象の例とそれらがトランジ
スタ等の基本素子を単位とした場
合、目安として、どの程度の集積
規模になるかも示した。
　シリコン LSI の場合、過去の世
代に開発した技術を利用して、次
の世代の技術開発を行う事が多
い。過去の技術であっても優れた
ものは、転用可能な資産として、
広く流通する事になる。これら
は例えば、LSI 製造工程で使用さ
れる材料や製造装置もしくは、IP
（Intellectual Property）と呼ばれ
る再利用可能な LSI 設計資産であ
る。特に近年、金額的にも大きな
設備投資が必要な製造ラインや設
計環境について、前の世代の技術
を可能な限り引き継ぐ事は、経済
的にも効果的である。カーボン・
ナノチューブを用いた単体のトラ
ンジスタが試作された後で、この
技術が集積化を含めた総合的な機
能で現在のシリコン LSI に追いつ
く為には幾つもの技術的、経済的
な障壁がある事を認識しなければ
ならない。
　次章では、シリコン LSI のそれ
ぞれの技術階層で、ナノテクノロ
ジーのどの様な応用検討が行われ
ているのかを実例をあげて示す。
2．シリコンLSI技術の階層について
　図表２　大きく４つに分けたシリコン LSI 技術の階層
No. 検討の階層 例 素子の数 技術 転用可能な資産
１ 材料
シリコン
高誘電率材料
＜１
製造 材料、製造装置、製造ライン
２ 単体素子
トランジスタ
キャパシタ
１
３ 基本回路 論理回路、遅延回路 10～ 102
LSI 設計
設計手法、
設計環境、IP４ 機能ブロック
メモリ
算術演算ユニット
102 ～ 108
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3．ナノテクノロジーの応用例
　ナノテクノロジーの応用例とし
て、以下に代表的な５つの例を示
す。先に示したシリコン LSI 技術
の階層で、最初の３つは材料や単
体素子技術に関する検討であり、
残りの２つは基本回路や機能ブロ
ックに関する検討である。
３‐１
分子メモリ
　最初の例は、DRAM①のキャパ
シタの誘電体材料にボトムアッ
プ・アプローチのナノテクノロジ
ーを応用したものである。DRAM
の基本セルは、トランジスタとキ
ャパシタそれぞれ１つからなる。
ここで、能動素子であるトランジ
スタは、比例縮小により性能を向
上させる事が可能である。しかし、
受動素子であるキャパシタは、リ
ーク電流の増加からその誘電体材
料を一定値以下に薄膜化する事は
難しく、比例縮小により実装面積
が小さくなると、蓄積容量が低下
する事になる。これに対してチッ
プ上の実装面積を増大させずに一
定容量を確保する為に、従来、シ
リコン基板に深く穴を掘ったり
（トレンチ型）、キャパシタ電極を
３次元的に高く積み上げ（スタッ
ク型）たりしてきた。この結果、
DRAM ではキャパシタ形成の工
程を中心に製造プロセスは複雑に
なり、結果的には製造コストが増
大していた。
　この課題に対して、カリフォル
ニア大学の Werner G. Kuhr 等は、
DRAM キャパシタの誘電体膜を
自己組織化により形成された単分
子膜とある種の電解質の２層構造
で形成することにより、解決を試
みている６）。この２層構造の採用
により、電界の印加方向に応じて、
単分子層と電解質との間で酸化還
元反応が起こり、分子膜に蓄積さ
れる電荷（起電力）を変化させる
用語説明
①DRAM
　半導体記憶素子の１つ。読み書
きが自由に行なえるランダムアク
セスメモリの一種で主にコンピュ
ータのメインメモリに用いられる。
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事が出来るとしている。
　従来のシリコン酸化膜等の絶縁
膜からなるキャパシタに対して、
今回の技術はキャパシタの面積
によって分子の数、つまり蓄積さ
れる電荷の量が決定され、これは
印加電圧に依存しない。この結果
キャパシタ面積の縮小が可能とな
る。蓄積電荷の特性は基板では無
く、分子層により決定され、電荷
密度は従来比１桁以上増大し、従
来トランジスタのリーク特性で決
定されていた電荷保持時間は分
子の特性によって決まり、従来の
１万倍（10 秒）以上になると報告
されている。
　また、酸化還元反応後の分子の
状態が離散値をとる事②を利用し
て、多値メモリセルや多値論理ゲ
ートへの応用の可能性も示唆して
いる。さらに、分子層は自己組織
化にて形成され、これはシリコン
や金属等の特定の基板上のみに自
己整合的に成長させる事が可能で
あり、既存の LSI 製造装置を用い
て安価にプロセスを行う事が可能
である事を示している。この技術
に関しては、既に ZettaCore③７）
なるベンチャーが１Mbit DRAM
を試作して電気的な特性を評価し
ており、比較的完成度も高いと考
えられる。
３‐２
微細加工
　メモリの基本単位が２つの素子
で構成される DRAM に対して、
不揮発性半導体メモリの主要デバ
イスであるフラッシュ・メモリ④
では、トランジスタ１つで構成さ
れる。この為、フラッシュ・メモ
リは高密度・低価格化に有利とな
り、コストが優先される情報家電
等の民生品への応用で市場を急速
に拡大している。特に、携帯電話
等の携帯機器においても近年は画
像信号を扱うようになり、扱う情
報量の急増からフラッシュ・メモ
リに対しても大容量化の要求が高
まっている８）。
　ところが、フラッシュ・メモリ
では、以前から物理的な微細化の
限界として、トンネル酸化膜の薄
膜化限界が指摘されている（図表
４A）。代表的なフラッシュ・メ
モリの基本素子であるフローティ
ング・ゲート型と呼ばれるトラン
ジスタでは、２つのゲート電極を
積層し、蓄積電極（フローティン
グ・ゲート）中の電荷の有無で情
報を記憶する。この電荷の注入は、
制御ゲートへの電圧印加によりト
ンネル酸化膜を通じて行われる。
トンネル酸化膜は、通常、シリコ
ン酸化膜（SiO2）にて形成される
が、少なくともその記憶保持保障
期間中（通常 10 年）は、蓄積電
極中の電荷を保持出来るだけの十
分な絶縁性を有していなければな
らない。この為、現在の技術では
トンネル酸化膜は一定値以下にす
る事は出来ず、このトンネル酸化
膜だけは半導体デバイスの比例縮
小則に従った微細化が行えない。
　図表３　DRAMキャパシタに応用した分子メモリ
参考資料６，７）を基に科学技術動向研究センターにて作成
用語説明
②状態が離散値をとる分子
　マルチ・ポルフィリンナノ構造（Multi-porphyrin nanostructures）と呼ばれ
る分子用いて、最大８個の異なる酸化状態（３ビット）を得ていると報告され
ている４）。ポルフィリンは、有機化合物色素の１つ。
③ZettaCore社
　カリフォルニア大学とノースキャロライナ州立大学の研究者が 1999 年設立
したベンチャー。
④フラッシュ・メモリ
　電気的に書き換えが可能で、データを一括またはブロック単位で消去可能な
不揮発性メモリ。
　図表４　フラッシュ・メモリ基本素子断面模式図
科学技術動向研究センターにて作成
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これは、トランジスタの微細化を
難しくするだけでなく、動作電圧
を下げる事も出来ず、低消費電力
化や他の低電圧 LSI との集積化の
観点からも不利となる。
　この課題に対して、フローティ
ング・ゲートをナノドットと呼ば
れる非連続膜で形成するアイデア
が提出された（図表４B）。連続膜
で形成される蓄積電極では、トン
ネル酸化膜に１つ欠陥が存在すれ
ば、そのメモリは不良となる。し
かし、蓄積電極を非連続膜とする
事により、トンネル酸化膜に欠陥
が多少存在しても蓄積電極の一部
の電荷が失われるのみで、メモリ
セルの状態は殆ど変化しない（図
表４C）。このようにトンネル酸化
膜の欠陥に対して、堅牢なトラン
ジスタの設計が行えれば、トンネ
ル酸化膜をさらに薄くする事が可
能となる９）。
　ところが、ナノドットを従来の
薄膜形成技術で形成するとこの結
晶サイズや形成される位置がラン
ダムにばらつき、その結果、トラ
ンジスタの特性も大きくばらつく
との報告があり 10）、ナノドットを
微細、かつ結晶サイズを揃えて形
成する技術が求められていた。
　この課題に対して、米 IBM は
自己組織化過程を応用したシリコ
ンのナノドットの形成技術を 2003
年の電子デバイスに関する国際会
議（IEDM）で発表した 11）。
　IBM はある種の高分子有機材
料が有する自己組織化の性質を利
用し、従来のリソグラフィー技術
を用いず、ナノドットを形成する
方法を開発した。この手法による
と、従来のリソグラフィーで形成
したものよりもナノドットをより
小さく、高密度、高精度で均一に
形成できる。高解像度の走査型電
子顕微鏡写真からは、シリコンの
ナノドットは多結晶シリコンの制
御ゲートとシリコン基板との間に
約 20nm のサイズで一様に形成さ
れていることがわかる（図表５）。
　この IBM の報告は、従来のリ
ソグラフィー技術でトップダウン
に形成される半導体デバイスの一
部にボトムアップ・アプローチの
自己組織化技術を組み入れて、フ
ローティング・ゲート型不揮発性
メモリの鍵となる技術である蓄積
電極を形成し、従来技術の課題を
解決した好例と言える。
３‐３
イオン電界移動スイッチ
　素子数やチップ面積が同じ LSI
で、データ処理速度や消費電力の
どちらか一方を優先させる場合に
LSI の内部配線の一部を切り替え
て、素子間の接続を変更して使用
する場合がある。従来、この配線
の切り替えは、LSI を製造した後
に高電流やレーザ照射による熱で
配線を物理的に溶断して行う手法
が用いられてきた。しかしこの手
法には、不可逆プロセスで一回だ
けの切断のみ可能である事、配線
の微細化に伴い周辺にダメージを
与えずに配線を切断することが困
難になってきている事等の課題が
ある。何回でも切り替えが可能な
スイッチとして、トランジスタを
使用する方法もあるが、この場合
は、トラジスタを付加する事に伴
う、遅延時間や実装面積、消費電
力の増大を伴う。
　この課題に対して、米 IBM は、
　図表５　シリコンのナノドットの形成フロー
　窕は、各プロセスステップでの断面模式図、窘は窕の各ス
テップでの鳥瞰写真、窖は最終的なトランジスタの断面写真
をそれぞれ示している。窘稈のグラフは、破線秬が最初の自
己組織化されたポリマーの直径、秡が途中の過程のシリコン
酸化膜の直径、実線秣が最終的形成されたシリコンのナノド
ットの直径を示している。窕で示した形成フローの詳細は、
以下の通りである。
窕秬第１段階：互いに難溶性の２種類の高分子材料から成る
共重合体（Diblock Copolymer）を加熱するとマイクロレ
ベルでの相分離が発生する。ここでは、２種類の高分子
材料として、ポリスチレン（polystyrene）とポリメチルメ
タキレート（poly methyl-methacrylate；PMMA）とを分子
量 70：30の割合で混合したものを使用している。180℃で
１時間熱処理を行うと相分離が発生するので、相分離し
たPMMA領域を酢酸で選択的に溶解させる。すると自己
組織的に形成された完全な六方晶の配列のポリスチレン
が残る。この配列のサイズは最初のDiblock Copolymer の
分子サイズに依存する。写真で黒く見える部分の直径は約
20nmで、その間の間隔は約 40nmである。
窕秡第２段階：秬で形成された自己組織化ポリマーをマスク
として、シリコン酸化膜をナノスケールで加工し、その後
ポリマーを除去する。
窕秣第３段階：秡で加工されたシリコン酸化膜の凹領域に従
来の加工技術を用いて、シリコンを埋め込む。最初に高分
子材料の自己組織化を利用して形成された領域に沿って、
シリコンによるナノドットが形成される。
参考資料 11）より抜粋、模式図は科学技術動向研究センターにて作成
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ミック・コンピューティングがソ
フトウェアやシステム側からのア
プローチであるのに対し、eFuse
はハードウェアやデバイス側から
のアプローチとなる。この技術発
表は、従来、回避するべき現象で
しかなかったエレクトロ・マイグ
レーションを繰り返し使用可能な
可逆スイッチとして、さらに次世
代コンピューティングの中核とな
るハードウェア機能としてまで見
据え、IBM が技術開発を行ってい
る事を示している。
　日本でも日本電気（NEC）と物
質・材料研究機構（NIMS）、科学
技術振興機構（JST）は共同で、
固体電解質中での金属原子移動に
基づく架橋現象を利用し、小型・
低抵抗接続スイッチを開発してい
る。これは原子スイッチング現象
と呼ばれる固体電解質中の電気化
学反応による金属架橋の伸張 13）
によって、電気的導通チャネルが
生成・消滅する現象を利用したも
のである。
　電子機器の開発期間短縮の為
に、近年は電子機器の開発者が、
LSI の回路の組み換えやプログラ
ムが可能な論理回路が注目されて
いる。プログラム可能な従来の論
理回路は、プログラムを行うのに
必要なスイッチの面積が大きく、
抵抗も高いため、高速・低消費電
力化が難しかった。この課題に対
して、今回のスイッチは、リソグ
ラフィーを用いずに形成出来、ト
ランジスタを用いる従来のスイッ
チに対して、実装面積約 1/30、接
続抵抗約 1/10 を実現し、スイッ
チを含めた配線による信号遅延を 
20 ～ 40％改善している。
　このスイッチは、IBM の eFuse
と同様に可逆的にオン・オフを繰
り返す事が可能である。また、あ
らかじめ回路を決めて構成する静
的にプログラム可能な論理回路だ
けでなく、回路を動作させながら
次々と回路構成を変化させ動的に
プログラム可能な回路を構成する
ことも可能となる。
イーフューズ（eFuse）と呼ばれる
通電による金属原子の移動（エレ
クトロ・マイグレーション）を利
用して自律的に回路を再構成する
技術を 2004 年７月に発表した 12）。
　エレクトロ・マイグレーション
とは、高密度電流を流した時に金
属原子が固体中を移動する現象で
あり、LSI 配線の信頼性を低下さ
せるので、回避されるべき現象と
して古くから知られていた。
　IBM の eFuse は、この現象を
逆手にとって LSI 配線の電気的
な切り替えに積極的に活用する技
術である。エレクトロ・マイグレ
ーションを利用する今回の手法で
は、100nm 程度の微細配線を、ダ
メージを与えることなく、さらに
は何度でも電気的に変更できるこ
とが特長となっている（図表６）。
　eFuse は、単に内部配線を切り
替え、速度か消費電力のどちらか
を優先した LSI を実現するだけ
が目的では無い。システムの故障
時に故障部位を検出し、この部分
を切断、代替回路に接続するとい
った自己修復技術としての使い方
や、過剰な負荷等に対して配線抵
抗を調整し、故障を回避する様な
使い方も可能である。
　IBM はオートノミック（自律）・
コンピューティングを提唱して、
自己管理、自己修復等の機能を有
する自律制御型のコンピュータを
実現しようとしている。オートノ
　図表６　eFuse 写真（左は鳥瞰、右が断面）
色の変化している部分は、原子が移動している部分                                                                                                      参考資料 12）より抜粋
　図表７　固体電解質中での金属イオン移動を利用したスイッチ
Ti 電極に負電圧を印加すると、Cu電極表面
で酸化反応が起こり、金属Cuが Cu＋とな
ってCu2S内に溶け込む。Ti電極表面では還
元反応が起こり、Cu2S 内の Cu＋が金属Cu
となって析出する。析出した金属Cuが Cu
電極まで達して金属架橋を形成すると、ス
イッチはオン状態になる。Ti 電極に正電圧
を印加すると逆反応が起こり、金属架橋が
消滅しオフ状態となる。
参考資料 14）より抜粋
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３‐４
素子アレイ
　トップダウン・アプローチに
て微細化が進む既存の集積回路に
おいて、最も微細化が必要となる
部分のみについてナノチューブも
しくはナノワイアを組み合わせて
形成される回路を集積化するアー
キテクチュアの検討が行われてい
る 15，16）。
　これは、既存のリソグラフィー
を用いて形成される最小パターン
F（繰り返しサイズ；2F）で形成
される LSI の一部に 2F よりは小
さく、リソグラフィーを用いない
で形成される繰り返しパターン Fs
（繰り返しサイズ；2Fs）を組み込
んで LSI を形成するものである
（図表８）。2Fsの規則的な繰り返
しパターンは、メモリセルやゲー
ト・アレイ等トランジスタを規則
的に配置して形成される機能ブロ
ックを構成するのに都合が良い。
　セル内の基本デバイスは、ナノ
ワイア等を交差させて形成される
ダイオードもしくはトランジスタ
を用いた論理回路となる。
　この集積回路アーキテクチュ
アにおいては、リソグラフィーを
用いた既存技術の回路とナノワイ
ア等のアレイ部とを如何に接続す
るかが鍵となる。これを達成する
為に両者のインタフェース部分に
2Fs サイズで形成されるデコーダ
回路を形成する事が提案されてい
る。デコーダのコード生成部の形
成方法は、リソグラフィーを用い
ずに行う必要がある。具体的には、
ナノワイアへのドーピングやナノ
インプリント⑤等による方法が提
案されている。
　デコーダ部の形成方法には、さ
らに一段のブレークスルーが必要
とも思えるが、集積回路と言う最
終目標に対して、“あと何が足り
ないか”を明確化するだけでも意
義がある。もちろん、ここで抽出
された課題が製造技術へ適切にフ
ィードバックされ、これが解決さ
れれば、一気に実用化へと進む可
能性も高い。
３‐５
QCA⑥論理LSI
　現在の LSI は、抽象度の高い上
流からより詳細な記述を各ステッ
プで行っていく設計手法を採用し
ている。幾つかの制約条件の下で
大規模 LSI を設計する上で、この
設計手法は効果的である。上流か
ら下流への各ステップで、詳細な
モデルの合成とその検証とを繰り
返し行う事により、モデル記述の
誤りをそれぞれのステップで検出
する事が出来る。この結果、モデ
ル合成の間違いやそれに伴うやり
直しを最小限に抑え、集積規模が
増大する LSI に対して、効率の良
い設計が可能となる。この設計手
法では、一般に上流から下流に記
述モデルが具体化する程、記述モ
デルはより製造技術に依存したも
のとなる。CMOS をベースとした
現在の LSI では、図表９に示す論
理モデルよりも下流のステップで
CMOS 製造技術の影響を受け、記
　図表８　ナノワイア等のアレイをベースとした回路アーキテクチュア
参考資料 15,16）を基に科学技術動向研究センターにて作成
用語説明
⑤ナノインプリント
　金型を用いたプレス工法をナノスケールに応用したもの。微細な凹凸のあ
る型を樹脂薄膜等の被加工材料に押し付けて成型するナノスケールの成型加
工技術。
⑥QCA
　セル・オートマタ（Cellular Automata，CA）とは、状態が離散値をとる動
的な状態マシンである。空間の複数の格子における各点はセル（Cell）と呼ばれ、
有限個の１つの状態をとる。ある時点のセルの状態は前の時点におけるそのセ
ル自身の状態とその周辺のセルの状態とにより決定される。全てのセルは同期
的に、時間的にも離散値をとりながら更新される。量子ドットで形成されるセ
ル・オートマタが QCA である。セル・オートマタの身近な例としては、オセ
ロゲームの進行状態があげられる。
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述モデルが変化する場合が多い。
　この様なCMOSで培われたLSI
の設計手法を一部修正して、QCA
をベースとした集積化システムの
設計を効率よく行う為の設計技術
の検討がなされている 17）。
　QCA は素子レベルで CMOS よ
りも非常に小さい面積に実装出
来る可能性があり、その潜在能力
が注目されている。ところが、こ
の QCA は、最初にその素子のア
ーキテクチュアが提案されてから
既に 10 年以上が経過しているが、
依然として目立った集積回路への
応用には至っていない。この１つ
の理由として、素子レベルの機能
を集積化して、システムレベルに
まで組み上げる設計手法が無い事
があげられる。
　これに対して、米インディアナ
州バルパライソ（Valparaiso）大学
の Steven C. Henderson 等 は、 素
子の構造化モデルの合成およびこ
れより下流のステップでのモデル
合成とその検証とを可能とする設
計技術の開発を報告している 17）。
例えば、論理モデルから素子の構
造化モデルを合成する設計ツール
として、QCA 用に修正された高
速なハードウェア記述言語⑦が開
発されている。さらにこの下流の
個々のQCAセルのレイアウト合
成や合成後のQCAレイアウトで
の性能シミュレーションを行って、
QCAをベースとした素子技術を用
いても一貫したLSIの設計が行え
る設計技術が提案されている。
　近年、複雑化する LSI の設計
においては、流通する再利用可能
な LSI 設計資産（IP）を利用し
て、短期間で効率の良い設計を行
うケースが急増している。IP は、
システムコンセプトや生産ライン
等、個々の企業の戦略やそれぞれ
の製造ラインの特性に影響される
部分以外の中間領域で、広く流通
する場合が多い。これらの IP を
利用して、既存の設計資産をうま
く利用しながら、QCA 技術をベ
ースとした時の一部設計手法の修
正は、別の製造技術をベースとし
た LSI の設計手法の開発にも応用
出来る可能性が高い。この様に、
既存の設計資産を再利用する技
術は、新しい物理現象に基づく素
子を効率的に集積化していく上で
は、非常に重要な技術である。
　図表９　LSI 設計フローと製造技術に応じて
 修正が必要な部分
参考資料 17）を基に科学技術動向研究センターにて作成
用語説明
⑦ハードウェア記述言語
　回路図等の絵を描いて記述して
いたハードウェアをコンピュータ
上で処理される形式言語で置き換
えたもの。ソフトウェアのプログ
ラムを作成する様な感覚でハード
ウェアの開発が行える。
4．ナノテクノロジーの継続的な発展の為に
　砒化ガリウム（GaAs）を代表
とする発光デバイスとして重要な
化合物半導体は、その材料が有す
る優れた特性から電子デバイスと
しても、かつてシリコン半導体を
凌駕すると言われた。しかし、こ
の化合物半導体は、単体での特性
は優れていても、集積化する事が
難しい等の理由から総合的な性能
で技術の進展は遅く、期待された
程には、大きな産業を形成してい
ない。ナノテクノロジーを用いた
デバイスも単体の特性がいくら優
れていても、それはあくまでも特
性の一面であり、複数の素子を集
積化した後で性能が発揮出来なけ
れば、応用は限られた分野に留ま
るであろう。
　ナノテクノロジーの展開を考え
た場合、マイクロからナノへ一気
に技術体系が転換してしまう事は
考え難い。この技術移行を如何に
スムーズに行うか、ナノテクノロ
ジーを如何に現在の技術領域に取
り込み拡大して行くのかが焦点と
なる。スタンフォード大学の西教
授は、ナノテクノロジーの段階的
発 展（Evolutionary Nano） と 革
新 的 発 展（Revolutionary Nano）
とを区別して考える必要があると
主張している 18）。ここで、段階
的発展とはシリコン LSI の場合
は、トップダウン・アプローチ
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による継続的な微細化であり、革
新的発展とはボトムアップ・アプ
ローチによる非連続な微細化であ
る。Revolutionary Nano は、大々
的に報道される場合が多くなり
がちであるが、当面の産業への
貢献度から考えると Evolutionary 
Nano の方が大きいと予測され
る。Revolutionary Nano が 単 独
で“もの”になるには幾つもの
ブレークスルーが必要である。全
体としては、Evolutionary Nano
を追求しながらも、どこまで
Revolutionary Nano と合流してい
くかが重要であると西教授は主張
している。
　米国「21 世紀ナノテクノロジ
ー研究開発法」の注目すべき点４）
の１つに分子の自己組織化に関す
る調査（第５条秡項）がある。そ
こでは、全米研究評議会が、３年
毎の評価の第１回評価の一環とし
て、分子スケールでの素材および
装置の製造に分子の自己組織化が
実用化出来るか否かを１回限りの
調査で判断するとされている 19）。
ナノテクノロジーの様な新しい技
術領域を継続的に発展させる為に
は、本来、安定した長期にわたる
研究開発投資が必要なのかも知れ
ない。その為には、民間企業が投
資する上でもナノテクノロジーを
魅力的な技術にしていく事が不可
欠で、それには逆に、産業に直結
する１つの明確な成果を早い時期
に出して行く必要がある。米国「21
世紀ナノテクノロジー研究開発
法」で述べられている実用化の判
断は、このテストケースの１つと
も考えられる。
　一方日本では、ナノスケールの
物質の実現方法として、トップダ
ウン・アプローチとボトムアップ・
アプローチの二者択一の議論にな
りがちである。シリコン LSI 関連
の学会や論文発表で見る限り、両
者を組み合わせた日本発の研究も
３章であげた日本電気と他の研究
グループによる発表程度であり、
非常に少ない。両者のアプローチ
の優劣では無く、如何にパラダイ
ムを変え、産業としてもナノテク
ノロジーを継続的に発展させてい
くかを考えた場合、米国に学ぶべ
き点は多い。
5．終わりに
　ナノテクノロジーが取り扱うナ
ノスケールの物質を実現する方法
は、大きく２つに分けられる。一
方は、半導体微細加工技術の様に
マクロスケールのものを小さく加
工していくトップダウン・アプロ
ーチである。もう一方は、生命活
動による蛋白質の合成作用の様に
ナノスケール以下のものを組み上
げて、ナノスケールとするボトム
アップ・アプローチである。
　近年、米国の大学や企業を中心
にトップダウン・アプローチの一
部にボトムアップ・アプローチを
組み入れ、ナノテクノロジーの利
点をよりスムーズに既存のエレク
トロニクス技術に応用する検討が
なされ始めた。それは、ナノテク
ノロジーの最大の特徴である自己
組織化を利用した素子の形成や、
電子のみならずイオンの移動を伴
うデバイス応用等である。また、
材料や基本デバイスの検討に留ま
らず、シリコン LSI の他の技術階
層である基本回路や LSI 設計技術
等、既存の技術基盤の上にナノテ
クノロジーを利用した技術を組み
入れる検討も行われている。
　これは、従来のシリコンLSI技術
をベースにしながらもナノテクノ
ロジーの基本概念を着実に導入し、
実用化を前提とした具体的な検討
が進展している事を示している。
　ナノテクノロジーの様な新しい
技術領域を継続的に発展させる為
には、安定した長期にわたる研究
開発投資が必要であろう。その為
には、民間企業が投資する上でも
ナノテクノロジーを魅力的な技術
にしていく事が不可欠で、それに
は逆に、産業に直結する１つの明
確な成果を早い時期に出して行く
必要がある。
　一方日本では、トップダウン・
アプローチとボトムアップ・アプ
ローチの二者択一の議論になりが
ちであり、シリコン LSI 関連で、
両者を組み合わせた日本発の研究
も日本電気と他の研究グループに
よる発表程度であり、非常に少な
い。両者のアプローチの優劣では
無く、如何にパラダイムを変え、
産業としてもナノテクノロジーを
継続的に発展させていくかを考え
た場合、米国に学ぶべき点は多い。
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